宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、宿毛市補助金交付規則（昭和48年宿毛市規則第9号。以下「規則」という。）第16条の規定に基づき、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定める。

（補助目的及び補助対象事業）

第２条　市長は、市の実施する新規就農研修事業（以下「研修事業」という。）において、新規就農希望者に対する就農前の実践研修を促進することにより、新規就農者の確保・育成を図り、新規就農者の定着及び農業振興に寄与することを目的とし、研修生及び研修受入農家等に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。

（研修事業の内容等）

第３条　前条に規定する研修事業は、市が研修受入農家等に依頼し、研修生に対して行う農業技術の実地研修及び経営管理研修をいう。

２　補助金の対象となる研修の期間は、研修生１名につき６月以上２年以内とし、１月における研修日数は、原則として20日以上とする。ただし、月途中の研修開始や天候・事故等のやむを得ない事由が生じた場合はこの限りでない。
３　２年を超える研修を行うことを妨げない。ただし、２年を超える期間については、補助対象としない。
４　本事業では、農業生産に必要な能力を身につけさせる研修を対象とし、加工・販売・営業等が中心の研修は対象としない。

（補助の要件及び金額）

第４条　研修生及び受入農家等（以下「補助対象者」という。）の要件、補助対象経費及び補助金額等は、別表のとおりとする。

（計画の承認）

第５条　研修を受けようとする者は、新規就農研修計画書(第１号様式)を市長に提出のうえ、計画の承認を得なければならない。

２　市長は、前項に規定する計画書の提出を受けたときは、担い手育成総合支援協議会等（以下「協議会等」という。）と協議のうえ、計画の承認及び研修の可否について決定し、審査結果通知書（第２号様式）により研修希望者に通知するものとする。

（研修の依頼）

第６条　市長は、協議会等と協議のうえ選定した研修受入農家等に対して、研修依頼書（第３号様式）により、必要な研修を依頼するものとする。

（補助金の交付申請）

第７条　規則第２条第１項に規定する申請書の様式は、第４-１号様式又は第４-２号様式のとおりとする。
（研修の報告）

第８条　補助対象者は、新規就農研修報告書（第５-１号様式又は第５-２号様式）を研修月ごとに作成し、関係書類を添えて市長に研修の状況等を報告するものとする。
（補助金の請求）
第９条　本事業の補助金請求の様式は、第６-１号様式又は第６-２号様式とする。

２　請求は月ごとに行えるものとし、市長は、請求書が提出された場合、研修の状況等を確認し問題がなければ補助金の交付を行うものとする。
（交付決定前の着手）

第10条　当該年度において交付決定前に研修事業に着手する必要がある場合は、補助対象者は交付決定前着手届（第７号様式）を市長に提出する。
（補助金の返還）

第11条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、研修生に対して補助金の交付の決定を変更若しくは取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができるものとする。

(1) 研修生として、不適当であると認められるとき。
(2) 研修修了後、農業に就業しようとする意志が認められないとき。

(3) 研修修了後、３年以内に農業以外の業に就業（専従）したとき。

ただし、やむを得ない事由があると市長が認めた場合はこの限りではない。

（その他）

第12条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。

　　
　

別表（第４条関係）

	区分
	要　件
	補助対象経費
	補助金額
	補助対象期間

	研修生
	次の要件をすべて満たすものとする。

(1)市内に住所を有すること。

(2)補助事業による研修が終了するまでに市内において、就農計画の認定を受け認定就農者になること。（ただし、やむを得ない事由等がある場合は、この限りではない。）

(3)自立して就農（親元で就農する場合も含む。）する新規就農希望者で農業を開始していないこと。ただし、研修受入農家等が集落営農組織の場合は、その集落営農組織の構成員等として就農する場合も認めることとする。

(4)４月１日現在において15歳以上65歳未満であること。

(5)研修期間中、他に就業しないこと。

２　研修後に、同じ経営体で就農しようとする複数の者が研修する場合は、原則１人のみを本事業の対象研修生とする。
	農業研修に要する図書教材費、研修視察費、地域農業者との交流会費、農業資材費及び研修期間中の生活費等で、市長が適当と認める経費
	月額15万円以内


	研修生1名につき6月以上2年以内

	研修受入農家等
	次のいずれかに該当するものとする。ただし、研修受入農家等が対象研修生の1親等又は2親等である場合は、補助事業の対象としない。

（1)指導農業士

(2)市、JAが運営（委託を含む）する研修施設及び研修機能を持ったJA出資型法人

(3)地域担い手育成総合支援協議会が認める一定の要件を満たした集落営農組織。

なお一定の要件とは、規約及び代表者の定めがあり、農産物の協同販売経理を行い会計が一本化されているとともに、集落営農組織内に営農経験5年以上の専業農家がいることとする。

(4)第1号から第3号までのいずれかにも該当しない場合は、地域担い手育成総合支援協議会が認める営農経験5年以上の農家等

２　研修生の受入人数は、原則1人とする。ただし、市、JAが運営（委託を含む。）する研修施設並びに研修機能を持ったJA出資型法人で受入を行う場合及びやむを得ない理由がある場合は、この限りでない。
	研修生の受入にかかる経費
	受入研修生１人あたり月額5万円。

ただし、研修受入農家等が、市、農業公社、JAが運営（委託を含む。）する研修施設及び研修機能を持ったJA出資型法人以外の場合は、複数の研修生を受入しても1人分の月額5万円を上限とする。
	


第１号様式（第５条関係）

宿毛市新規就農研修計画書

　　年　　月　　日

宿毛市長　　　　　　　様

	氏　名
	　　　　　　　　　　　㊞
	住　所
	

	現在の

勤務先
	
	前住所

(転入の場合)
	

	性別
	男・女
	生年月日　　・　・
	最終学歴（学校名、学部、学科まで）

	家族構成
	配偶者の有無　　　有・無

　子　供　　　　　　人

　ほか扶養家族　　　人
	
	

	免許・資格等
	

	職　歴
	勤務先の業種
	職務の内容
	勤務期間

	
	
	
	年　　月～　　年　　月

	
	
	
	

	研修を

希望する理由
	

	希望する

研修内容

・希望昨目
	


	就農後の農業経営目標等

	目標とする営農類型
	

	経営耕地
	区　分
	地　目
	所　在　地
	研修終了後
	目標（５年後）

	
	所有地
	
	
	
	

	
	借入地
	
	
	
	

	経　営　規　模
	作目
	研修修了後
	目　標（５年後）

	
	
	経営耕地面積
	生産量
	経営耕地面積
	生産量

	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	

	機械・施設
	機械・施設名
	型式・性能・規模および台数

	
	
	研修修了後
	目　標（５年後）

	
	
	
	

	目標を達成するための措置
	項　目
	具　体　的　な　措　置

	
	
	


第２号様式（第５条関係）

　年　　月　　日

　様

宿毛市長　　　　　　　　㊞

審 査 結 果 通 知 書

　　　年　　月　　日付けで提出された新規就農研修計画書について、宿毛市新規就農支援事業補助金交付要綱第５条第２項に基づき、下記のとおり通知します。

記

審査結果

第３号様式（第６条関係）

研　修　依　頼　書

　　　　　　　　　様

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった研修生　　　　　　　　の新規就農研修について、研修受入農家等に選定されましたので、宿毛市新規就農支援事業補助金交付要綱第６条に基づき、宿毛市新規就農研修支援事業にかかる研修生の受入を依頼いたします。

　　

　年　　月　　日

宿毛市長　　　　　　　　　　㊞

· 当該事業の交付申請までに、研修生と協議のうえ、年間スケジュールや研修内容等を記載した研修カリキュラム案を作成し、交付申請書に添付して提出してください。

第４-１号様式（第７条関係）

　年　　月　　日

宿毛市長　　　　　　　　様

研修生　住　所　

　　　　氏　名　　　　　　　　　㊞

宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付申請書

　平成２３年度において下記のとおり事業を実施したいので、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱第７条に基づき下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

１．交付申請額　円

２．研修内容等

	研修期間
	平成　　年　　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	研修先
	

	研修内容
	


３．添付書類

　年間スケジュール、研修カリキュラム案

第４-２号様式（第７条関係）

　年　　月　　日

宿毛市長　　　　　　　　様

研修受入農家等　住　所

（代表者）　 氏　名　　　　　　　　　　㊞

宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付申請書

　　　　年度において下記のとおり事業を実施したいので、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱第７条に基づき下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

１．交付申請額　　　　　　　　　　　　円

２．研修内容等

	研修期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	研修生
	

	研修内容
	


３．添付書類

　年間スケジュール、研修カリキュラム

第５-１号様式（第８条関係）

新　規　就　農　研　修　報　告　書

　　年　　月　　日

宿毛市長　　　　　　　　　様

研修生　　住所

　　　　  氏名　　　　　　　　　　　㊞

　研修状況等について、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱第８条に基づき、下記のとおり報告します。

１．研修内容等

	研修先

及び研修期間
	　研修先：

研修期間：　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで（　　月分）

	研　修　内　容
	

	研修の成果・

課題等
	

	その他報告事項
	


２．添付書類

研修の内容がわかる書類、写真等

第５-２号様式（第８条関係）

新　規　就　農　研　修　報　告　書

　　年　　月　　日

宿毛市長　　　　　　　　　様

研修受入農家等　住　所

（代表者）　 氏　名　　　　　　　　　　㊞

　研修状況等について、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱第８条に基づき、下記のとおり報告します。

１．研修内容等

	研修生・

研修場所

及び研修期間
	　研修生：

研修期間：　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで（　　月分）

	研　修　内　容（研修のねらいやポイント）
	

	研修に関する

評価等
	

	その他報告事項
	


２．添付書類

研修の内容がわかる書類、写真等

第６-１号様式（第９条関係）

　年　　月　　日

宿毛市長　　　　　　　　様

研修生　住　所　

　　　　氏　名　　　　　　　　　㊞

宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付請求書

　　　　　年度において、下記のとおり新規就農研修を行いましたので、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱第９条に基づき下記のとおり補助金を請求します。

記

１．交付請求金額等

	補助金等交付決定年月日
	　　年　　月　　日
	交付決定文書番号
	　

	補助金等の交付決定金額
	　

	補助金等の既交付金額
	　

	交付請求金額
	　

	未交付金額
	　


２．研修内容等

	研修期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで（　　月分）

	研修先
	

	研修内容
	

	上記のとおり相違ないことを認めます。

研修受入農家等　住　所　

氏　名　　　　　　　　　　　　　㊞




３．振込口座

	金融機関名
	種別
	店番－口座番号
	口座名義人

	
	・普通
	
	（フリガナ）

	
	・（　　）
	
	（氏　　名）


第６-２号様式（第９条関係）

　年　月　日

宿毛市長　　　　　　　　様

研修受入農家　住　所

（代表者）　 氏　名　　　　　　　　　　㊞

宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付請求書

　　　　　年度において、下記のとおり新規就農研修を行いましたので、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱第９条に基づき下記のとおり補助金を請求します。

記

１．交付請求金額等

	補助金等交付決定年月日
	　　年　　月　　日
	交付決定文書番号
	　

	補助金等の交付決定金額
	　

	補助金等の既交付金額
	　

	交付請求金額
	　

	未交付金額
	　


２．研修内容等

	研修期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで（　　月分）

	研修生
	

	研修内容
	


３．振込口座

	金融機関名
	種別
	店番－口座番号
	口座名義人

	
	・普通
	
	（フリガナ）

	
	・（　　）
	
	（氏　  名）


第７号様式（第10条関係）                                                     
　
　　年　　月　　日　
　宿毛市長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年度宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付決定前着手届
　　　　年度において、別記条件を了承のうえ、下記により交付決定前に着手したいので、宿毛市新規就農研修支援事業費補助金交付要綱第10条の規定により交付決定前着手届を提出します。
記
１．事業内容

	項　目
	内　容
	備　考

	総事業費
	千円
	

	事業着手予定年月日
	　　年　　月　　日
	

	事業完了予定年月日
	　　年　　月　　日
	


　２．交付決定前着手の理由


研　修　生　    住　所　

氏　名　　　　　　 　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

研修受入農家等　住　所

（代表者）　 氏　名　　　　　　　　　　 ㊞

別記条件

　１．　補助金交付決定通知を受けるまでの期間に損失が生じた場合、これらは補助事業者が負担する。

　２．　補助金交付決定通知を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合であっても、異議がないこと。

　３．　承認を受けた計画について、着手から補助金交付決定通知を受けるまでの期間において、変更を行わないこと。
（代表者）
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